
（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00687

事務事業評価調書
事務事業名 市営住宅管理事業

担当部名 都市計画部 室課名 住宅政策室 室課長名 山口　耕三

１　事務事業の概要

事業開始年度 昭和２３年度 改正
内容

整備基準、入居収入基準、同居親族要件、保証人の制定
直 近 の 改 正 平成２４年度

根拠法令等 公営住宅法、住宅地区改良法、市営住宅条例、市営住宅条例施行規則

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 06 安全で魅力的なまちづくり 節 03 細節 10

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 住宅に困窮する低額所得者、改良地区の居住者で事業の施行に伴い住宅を失った者等

　目標
（どういう状態にしたいのか）

良好な住宅を提供する

　結果
（どのような効果が得られるのか）

健康で安心して住み続けることができる

事業概要
住宅に困窮する低額所得者が安心して住み続けられる住宅を低廉な家賃で提供する　　　住宅地区改良事業の施行に伴い住宅を失った者
等へ住宅を提供する

H28事業別

予算コード

会計 01 款 08 項 06 目 01 大事業 02 中事業 01 小事業 01

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 166,034 150,472 97,908 93,873 134,926

　  人件費
職員数 人 8.00 9.00 7.50 7.50 7.50

総額 （B) 千円 66,816 72,351 61,275 59,250 60,390

総事業費（Ａ＋Ｂ） 232,850 222,823 159,183 153,123 195,316

特定財源（Ｃ） 164,995 165,172 97,908 147,271 190,076

686

府 29 0 0 0 0

国 4,040 0

189,390

市負担（Ｄ） 67,855 57,651 61,275 5,852 5,240

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 67,855 57,651 61,275

147,271その他 160,926 165,172 97,908

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

5,852 5,240

財源計（Ｃ＋Ｄ） 232,850 222,823 159,183 153,123 195,316

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

（株）タカダ事業本部ほか

主な委託内容 ポンプ室保守管理委託業務ほか

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00687

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

市営住宅の入居戸数
目標値 （単位：戸） 712.00 712.00 916.00

実績値 （単位：戸） 662.00 679.00

達成度(%) 93.0 95.4

目標値
の積算
方法

管理戸数－政策空家

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 336.59 228.49

一般財源（単位：千円） 87.09 11.60

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

家賃徴収率
目標値 （単位：％）

②

指標
内容

目標値

100.00 100.00 100.00

実績値 （単位：％） 69.45 69.82

達成度(%) 69.5 69.8

目標値
の積算
方法

現年、過年度分の徴収率

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 3,208.39 2,222.11

一般財源（単位：千円） 830.11 112.82

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

　市営住宅は、住宅に困窮する市民へのセーフティーネットとしての重要な役割を果たしており、市民ニーズ
も高く、重点事業と位置づけている。
　今後は、事業の効率化を図るため、指定管理者制度の導入の検討を進めるとともに、家賃滞納整理業務
の
強化を含め、適正な管理を実施していくことが必要であると考えています。（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 住宅政策室

事務事業番号 00687 事業名 市営住宅管理事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

18

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ｂ．市が関与すべき事業であるが、その範囲や担い手には民間委託など検討の余地がある。（3点） 3

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

16

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ｂ．単位当たりコストは概ね適正であるが、改善の余地がある。（3点） 3

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｂ．他の事業・取組との連携を検討をしている。（3点） 3

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

16

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

　ｂ．滞納等に対して、適正な措置を講じているが、収納率には課題がある。（3点） 3

12

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ｂ．事業費は増大したが、市負担はそれほど増加していない。（3点） 3

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ｂ．事業費は増大するが、市負担は増大しない見込みである。（3点） 3

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 76

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 住宅政策室 事務事業番号 00687

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

市営住宅は、住宅に困窮する市民へのセーフティーネットとしての重要な役割を果たしており、
市民ニーズも高く、重要事業として位置づけている。今後は、事業の効率化を図るため、
指定管理者制度の導入の検討を進めるとともに、家賃滞納整理業務の強化を含め、適正な
管理を実施していくことが必要であると考えている。

0
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15

20
妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00688

事務事業評価調書
事務事業名 （仮称）新佐竹台住宅集約建替事業

担当部名 都市計画部 室課名 住宅政策室 室課長名 山口耕三

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成２２年度 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 公営住宅法、住宅地区改良法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 06 安全で魅力的なまちづくり 節 03 細節 10

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 既存市営住宅の入居者及び住宅困窮者

　目標
（どういう状態にしたいのか）

市営（公営・更新）住宅の適正な整備

　結果
（どのような効果が得られるのか）

既存市営住宅の入居者及び住宅困窮者のニーズに対応した、安心で安全な住宅を供給

事業概要
老朽化した昭和４０年代以前の市営住宅を建替え、市営住宅の耐震化及び住環境の向上を図ることを目的とし、集約建替事業を実施する。
集約建替事業対象団地：津雲台第１、佐竹台、岸部北、日の出、豊津Ｔ２棟

H28事業別

予算コード

会計 01 款 08 項 06 目 03 大事業 01 中事業 01 小事業 01

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 717,190 717,175 3,358,148 3,358,066 682,257

　  人件費
職員数 人 3.00 3.00 2.50 2.50 1.00

総額 （B) 千円 25,056 24,117 20,425 19,750 8,052

総事業費（Ａ＋Ｂ） 742,246 741,292 3,378,573 3,377,816 690,309

特定財源（Ｃ） 296,050 311,687 1,468,100 1,401,100 136,988

136,988

府 0 0 0 0 0

国 296,050 287,570

0

市負担（Ｄ） 446,196 429,605 1,910,473 1,976,716 553,321

（
内
訳

）

1,468,100 1,401,100

1,977,300

一般財源 25,196 205 28,473

0その他 0 24,117 0

495,100

その他 0 0 0 0 0

地方債 421,000 429,400

▲ 584 58,221

財源計（Ｃ＋Ｄ） 742,246 741,292 3,378,573 3,377,816 690,309

（
内
訳

）

1,882,000

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

株式会社長谷工コーポレーション関西

株式会社市浦ハウジング＆プランニング

主な委託内容 ＰＦＩ事業手法の特定事業

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00688

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

　ＰＦＩによる建設事業であり、毎年業務が変わっていくため、前年度と比較する
基準がなく指標で示すことは困難である

目標

　集約建替事業を平成２９年度早期に完了する

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

　ＰＦＩによる建設事業であり、毎年業務が変わっていくため、前年度と比較する
基準がなく指標で示すことは困難である

達成
状況

　（仮称）新佐竹台住宅の建設事業を実施

    終期の設定

評価の説明

　地域居住機能再生推進事業補助金を活用し、市民が健康で文化的な生活を営むために足りる住宅を建設
し、住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃で提供することにより、生活の安定と社会福祉の増進に寄
与する。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 住宅政策室

事務事業番号 00688 事業名 新佐竹台住宅集約建替事業 事業区分 建設事業

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

18

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ｂ．市が関与すべき事業であるが、その範囲や担い手には民間委託など検討の余地がある。（3点） 3

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

14

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　b．目標を下回る進捗状況である。（3点） 3

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ｂ．目標をやや下回るが、具体的な成果を上げている。（3点） 3

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

16

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ａ．不特定多数を対象としている。（5点） 5

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ｂ．受益者負担を求めているが、見直しを検討する余地がある。（3点） 3

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

　ｂ．滞納等に対して、適正な措置を講じているが、収納率には課題がある。（3点） 3

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｃ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は高い。もしくは比較・分析までできていない。（1点） 1

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 84

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 住宅政策室 事務事業番号 00688

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

集約建替事業については、PFI法に基づき、市と特定事業契約を締結した民間事業者が、旧大阪府住宅供
給公社住宅を解体及び撤去し、（仮称）新佐竹台住宅等の整備に必要な調査、設計、建設を行った後に、市
に所有権を移転するいわゆるBT（Build Transfer）方式により事業を進めている。
平成29年度は建替対象団地から新佐竹台住宅への移転と、津雲台第1住宅、佐竹台住宅及び豊津住宅T2
棟の解体設計業務を実施する。
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効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01090

事務事業評価調書
事務事業名 住宅政策事業

担当部名 都市計画部 室課名 住宅政策室 室課長名 山口　耕三

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成１４年度 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 マンションの管理の適正化の推進に関する法律

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 06 安全で魅力的なまちづくり 節 03 細節 10

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 分譲マンションの管理組合役員、区分所有者。

　目標
（どういう状態にしたいのか）

分譲マンションの管理に関して必要な情報等の提供を行う。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

分譲マンションの管理の適正化を推進する。

事業概要

分譲マンション管理相談については、管理組合の役員、区分所有者を対象に管理組合の運営やマンションの維持管理について、マンション管
理士や一級建築士が相談を受ける。
マンション管理基礎セミナーについては、マンション管理運営等に精通した講師を招いて、講演会や情報提供等を行う。
マンション管理組合ネットワークについては、管理組合同士の交流や情報交換の場の設置等の支援を行う。

H28事業別

予算コード

会計 01 款 08 項 06 目 01 大事業 03 中事業 01 小事業 01

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 301 2,877 377 250 329

　  人件費
職員数 人 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

総額 （B) 千円 8,352 8,039 8,170 7,900 8,052

総事業費（Ａ＋Ｂ） 8,653 10,916 8,547 8,150 8,381

特定財源（Ｃ） 301 9,445 0 0 0

0

府 0 27 0 0 0

国 301 1,406

0

市負担（Ｄ） 8,352 1,471 8,547 8,150 8,381

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 8,352 1,471 8,547

0その他 0 8,012 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

8,150 8,381

財源計（Ｃ＋Ｄ） 8,653 10,916 8,547 8,150 8,381

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容 相談員及び講師への補償費。
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２　評価の指標等

事業番号 01090

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

マンション管理相談実施率
目標値 （単位：回） 11.00 12.00 12.00

実績値 （単位：回） 11.00 12.00

達成度(%) 100.0 100.0

目標値
の積算
方法

マンション管理相談実施回数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 992.36 701.67

一般財源（単位：千円） 133.73 701.67

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

マンション管理基礎セミナー参加率
目標値 （単位：人）

②

指標
内容

吹田市マンション管理組合ネットワーク登録
組合数 目標値

160.00 160.00 160.00

実績値 （単位：人） 74.00 125.00

達成度(%) 46.3 78.1

目標値
の積算
方法

マンション管理基礎セミナー参加率

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 147.51 67.36

一般財源（単位：千円） 19.88 67.36

（単位：組合） 100.00 100.00 100.00

実績値 （単位：組合） 57.00 65.00

達成度(%) 57.0 65.0

目標値
の積算
方法

吹田市マンション管理組合ネットワーク登録
組合数 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 191.51 129.54

一般財源（単位：千円） 25.81 129.54

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

マンション管理組合ネットワークの自立を支援することで、事業実施主体を行政から市民へシフトし、協働で
取り組む。
（５）持続可能性の項目③の点数が１点の理由については、北摂各市で定期的かつ継続的に事業を実施し
ている事例がないため。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 住宅政策室

事務事業番号 01090 事業名 住宅政策事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

12

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ｂ．市が関与すべき事業であるが、その範囲や担い手には民間委託など検討の余地がある。（3点） 3

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

14

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　b．目標を下回る進捗状況である。（3点） 3

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ｂ．目標をやや下回るが、具体的な成果を上げている。（3点） 3

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

16

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ｂ．受益者負担を求めているが、見直しを検討する余地がある。（3点） 3

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

14

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｃ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は高い。もしくは比較・分析までできていない。（1点） 1

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 76

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 住宅政策室 事務事業番号 01090

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

当事業は、マンション管理の専門家(マンション管理士、一級建築士、弁護士等）の協力を得て実施している。
管理組合間の交流及び情報交換を行える場として設置された吹田市マンション管理組合ネットワークの充実
により、マンション管理におけるトラブル対応などの事例やノウハウを収集し、自己解決を図るなど、管理組
合自身のマンション管理の能力のレベルアップを図る。

平成１３年８月に「マンション管理の適正化の推進に関する法律」が施行され、国や地方公共団体は、マンション管理の適正化に資するため、管
理組合や区分所有者の求めに応じ、必要な情報及び資料の提供その他の措置を講ずるよう努めなければならないと規定された。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01091

事務事業評価調書
事務事業名 住宅審議会運営事業

担当部名 都市計画部 室課名 住宅政策室 室課長名 山口　耕三

１　事務事業の概要

事業開始年度 昭和５１年度 改正
内容

審議会委員の構成及び人数の見直し。
直 近 の 改 正 平成２４年度

根拠法令等 吹田市住宅審議会規則、執行機関の付属機関に関する条例

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 06 安全で魅力的なまちづくり 節 03 細節 10

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 市営住宅を含む公的住宅及び民間住宅施策に関すること。

　目標
（どういう状態にしたいのか）

住みたいまちに選ばれる安心で良質な住まいづくり。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

住環境の向上に伴う市民満足度の向上。

事業概要 市営住宅の建設や管理、住宅施策に関する重要事項等について、市長の諮問に応じて調査審議し答申する。

H28事業別

予算コード

会計 01 款 08 項 06 目 01 大事業 99 中事業 99 小事業 99

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 232 85 210 0 0

　  人件費
職員数 人 0.50 0.50 0.50 0.00 0.00

総額 （B) 千円 4,176 4,020 4,085 0 0

総事業費（Ａ＋Ｂ） 4,408 4,105 4,295 0 0

特定財源（Ｃ） 0 4,020 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 4,408 85 4,295 0 0

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 4,408 85 4,295

0その他 0 4,020 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

0 0

財源計（Ｃ＋Ｄ） 4,408 4,105 4,295 0 0

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 01091

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

審議会開催回数
目標値 （単位：回） 4.00 4.00 0.00

実績値 （単位：回） 2.00 0.00

達成度(%) 50.0 0.0

目標値
の積算
方法

年度内に諮問すべき案件数や範疇から、開
催回数を判断 単位当た

りコスト

総事業費（単位：千円） 2,052.50 0.00

一般財源（単位：千円） 42.50 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

諮問、答申数
目標値 （単位：件）

②

指標
内容

目標値

1.00 1.00 0.00

実績値 （単位：件） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

年度内に諮問する案件数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

審議会は、幅広い見識等を踏まえたご意見をいただきながら、住宅施策の方向性を決めるため今後も必要
な組織である。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 住宅政策室

事務事業番号 01091 事業名 住宅審議会運営事業 事業区分 内部管理

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

16

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ｂ．施策や政策課題の推進にとって、効果のある事業である。（3点） 3

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

16

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｂ．他の事業・取組との連携を検討をしている。（3点） 3

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

20

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ａ．不特定多数を対象としている。（5点） 5

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 88

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 住宅政策室 事務事業番号 01091

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
審議会は、幅広い見識等を踏まえた御意見をいただきながら、住宅施策の方向性を決めるため今後も必要
な組織である。

0

5

10

15

20
妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01092

事務事業評価調書
事務事業名 借上型市営住宅管理事業

担当部名 都市計画部 室課名 住宅政策室 室課長名 山口　耕三

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成６年度 改正
内容

整備基準、入居収入基準、同居親族要件、保証人の制定
直 近 の 改 正 平成２４年度

根拠法令等 公営住宅法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 06 安全で魅力的なまちづくり 節 03 細節 10

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 住宅に困窮する低額所得者

　目標
（どういう状態にしたいのか）

良質な一定の水準と整備を持つ住宅を低廉な家賃で提供する

　結果
（どのような効果が得られるのか）

生活の安定の確保と福祉の増進に寄与する

事業概要

新築借上型市営住宅：住宅に困窮する高齢者、障がい者世帯の住宅を確保するため、民間の土地所有者等が建設する共同住宅について、
市が住宅の建設費用のうち、エレベーターなどの共用部分や、共同施設の設備費用、住宅内のバリアフリー化の一定の水準と設備をもつ民
間賃貸住宅に対して吹田市が建設費を補助し、それを２０年間借り上げて期間を限定した市営住宅として提供する。
既存借上型市営住宅：既存ストックの有効活用や子育て世帯などへの住宅の供給の観点から、民間の不動産関連団体と協議会を設置し、市
場に流通している賃貸住宅を吹田市が住戸単位で１０年間借り上げて期間を限定した市営住宅として供給する。

H28事業別

予算コード

会計 01 款 08 項 06 目 02 大事業 01 中事業 01 小事業 01

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 93,095 95,397 99,626 98,926 105,486

　  人件費
職員数 人 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

総額 （B) 千円 4,176 4,020 4,085 3,950 4,026

総事業費（Ａ＋Ｂ） 97,271 99,417 103,711 102,876 109,512

特定財源（Ｃ） 40,924 42,062 42,856 43,583 45,947

10,354

府 0 0 0 0 0

国 8,665 9,074

35,593

市負担（Ｄ） 56,347 57,355 60,855 59,293 63,565

（
内
訳

）

10,483 11,210

0

一般財源 56,347 57,355 60,855

32,373その他 32,259 32,988 32,373

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

59,293 63,565

財源計（Ｃ＋Ｄ） 97,271 99,417 103,711 102,876 109,512

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

日本管財（株）

（株）菱サ・ビルウェア関西支店

主な委託内容 清掃等管理業務

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 01092

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

入居戸数
目標値 （単位：戸） 95.00 102.00 107.00

実績値 （単位：戸） 92.00 97.00

達成度(%) 96.8 95.1

目標値
の積算
方法

整備済戸数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 1,080.62 1,061.97

一般財源（単位：千円） 623.42 612.66

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

家賃徴収率
目標値 （単位：％）

②

指標
内容

目標値

100.00 100.00 100.00

実績値 （単位：％） 95.50 95.29

達成度(%) 95.5 95.3

目標値
の積算
方法

現年、過年度分の徴収率

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 1,041.02 1,081.03

一般財源（単位：千円） 600.58 623.65

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

借上期間満了に伴う、契約更新の問題や既存借上型市営住宅の場合、一般入居者とのコミュニケーション
の問題があるが、民間住宅の活用により、高齢者や障がい者世帯、子育て世帯などの住宅確保要配慮者に
対して、良質な住宅を供給することで、安心して安全に暮らせる住まいづくりが実現できる。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 住宅政策室

事務事業番号 01092 事業名 借上型市営住宅管理事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

20

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ｂ．単位当たりコストは概ね適正であるが、改善の余地がある。（3点） 3

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｂ．他の事業・取組との連携を検討をしている。（3点） 3

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

14

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ｂ．サービスの水準は高く、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

　ｂ．滞納等に対して、適正な措置を講じているが、収納率には課題がある。（3点） 3

12

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ｂ．事業費は増大したが、市負担はそれほど増加していない。（3点） 3

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ｂ．事業費は増大するが、市負担は増大しない見込みである。（3点） 3

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 78

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 住宅政策室 事務事業番号 01092

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
借上期間満了に伴う、契約更新の問題や既存借上型市営住宅の場合、一般入居者とのコミュニケーション
の問題があるが、民間住宅の活用により、高齢者や障がい者世帯、子育て世帯などの住宅確保要配慮者に
対して、良質な住宅を供給することで、安心して安全に暮らせる住まいづくりが実現できる。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01093

事務事業評価調書
事務事業名 借上型市営住宅整備事業

担当部名 都市計画部 室課名 住宅政策室 室課長名 山口　耕三

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成６年度 改正
内容

吹田市営住宅条例の改正による既存借上型市営住宅の制度化
直 近 の 改 正 平成２６年度

根拠法令等 公営住宅法、吹田市営住宅条例、吹田市既存借上型市営住宅事業実施要領等

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 06 安全で魅力的なまちづくり 節 03 細節 10

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 住宅に困窮する低額所得者。

　目標
（どういう状態にしたいのか）

良質な一定の水準と設備を持つ住宅を低廉な家賃で提供する。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

生活の安定の確保と福祉の増進に寄与する。

事業概要

新築借上型市営住宅事業：住宅に困窮する高齢者、障がい者世帯の住宅を確保するため、民間の土地所有者等が建設する共同住宅につい
て、一定の水準と設備をもつ民間賃貸住宅に対して吹田市が建設費を補助し、それを２０年間借り上げて期間を限定した市営住宅として提供
する。
既存借上型市営住宅事業：既存ストックの有効活用や子育て世帯などへの住宅の供給の観点から、民間の不動産関連団体と協議会を設置
し、市場に流通している賃貸住宅を吹田市が住戸単位で１０年間借り上げて期間を限定した市営住宅として供給する。

H28事業別

予算コード

会計 01 款 08 項 06 目 02 大事業 02 中事業 01 小事業 01

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 8,321 5,974 5,170 3,570 6,004

　  人件費
職員数 人 1.00 1.00 0.50 0.50 0.50

総額 （B) 千円 8,352 8,039 4,085 3,950 4,026

総事業費（Ａ＋Ｂ） 16,673 14,013 9,255 7,520 10,030

特定財源（Ｃ） 3,247 10,713 1,975 1,616 1,567

1,567

府 0 0 0 0 0

国 3,247 2,674

0

市負担（Ｄ） 13,426 3,300 7,280 5,904 8,463

（
内
訳

）

1,975 1,616

0

一般財源 13,426 3,300 7,280

0その他 0 8,039 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

5,904 8,463

財源計（Ｃ＋Ｄ） 16,673 14,013 9,255 7,520 10,030

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

不動産鑑定士

主な委託内容 既存住宅の借上げに係る不動産鑑定。

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 01093

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

吹田市住宅借上支援協議会の開催
目標値 （単位：回） 2.00 2.00 2.00

実績値 （単位：回） 2.00 2.00

達成度(%) 100.0 100.0

目標値
の積算
方法

吹田市住宅借上支援協議会の開催数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 7,006.50 3,827.50

一般財源（単位：千円） 1,650.00 3,019.50

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

借上型市営住宅の供給
目標値 （単位：戸）

②

指標
内容

目標値

10.00 10.00 10.00

実績値 （単位：戸） 7.00 5.00

達成度(%) 70.0 50.0

目標値
の積算
方法

借上型市営住宅の供給戸数

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 2,001.86 1,531.00

一般財源（単位：千円） 471.43 1,207.80

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

達成
状況

    終期の設定

評価の説明

市が建設する建設型市営住宅と比較すると、初期の土地の取得費及び建設費が不要であることから、市営
住宅の整備の方法の一つとして評価できる。
（５）持続可能性の項目③の点数が１点の理由については、北摂各市で類似事業がないため。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 住宅政策室

事務事業番号 01093 事業名 借上型市営住宅整備事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

20

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

14

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　b．目標を下回る進捗状況である。（3点） 3

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ｂ．目標をやや下回るが、具体的な成果を上げている。（3点） 3

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

14

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ｂ．事業費は増大するが、市負担は増大しない見込みである。（3点） 3

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｃ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は高い。もしくは比較・分析までできていない。（1点） 1

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 86

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 住宅政策室 事務事業番号 01093

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

一定の水準と設備を有し、バリアフリー等に配慮した良質な賃貸住宅を低所得の高齢者及び障がい者に供
給する新築借上型市営住宅事業と、市場に流通する既存の住宅ストックを低所得の新婚及び子育て世帯等
に供給する既存借上型市営住宅事業を行うことにより、それぞれ低廉な家賃で、住宅確保要配慮者の住宅
確保に貢献している。
事業の性格上、事業量と事業費はほぼ正比例する。

市場に流通している賃貸住宅を借り上げる既存借上型市営住宅は、全国に先駆けて制度化した事業である。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01310

事務事業評価調書
事務事業名 公営住宅等長寿命化計画策定事業

担当部名 都市計画部 室課名 住宅政策室 室課長名 山口　耕三

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成２２年度 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 住生活基本法、公営住宅法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 06 安全で魅力的なまちづくり 節 03 細節 10

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 吹田市営住宅等（１，２１９戸）。

　目標
（どういう状態にしたいのか）

市営住宅の計画的な改善及び建替の実施と、社会資本整備総合交付金の最大限の活用による更新コストの
削減。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

市民の多様なニーズに対応できる、良質な市営住宅の供給。

事業概要

平成２０年３月に策定した「第２次吹田市営住宅ストック総合活用計画」に、長寿命化すべきストックの具体的な改善及び維持管理計画を加
え、平成２３年２月「吹田市公営住宅等長寿命化計画」を策定した。
本計画は、住宅マスタープランにおける市営住宅の実施計画として位置づけるとともに、社会資本整備総合交付金の交付を受けるための必
須計画となっている。なお、計画の策定にあたっては、国の指針や大阪府のガイドラインを基本に、本市総合計画などの上位、関連計画との
整合性も十分に図るものとする。

H28事業別

予算コード

会計 款 項 目 大事業 中事業 小事業

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 3,707 2,876 0 0 0

　  人件費
職員数 人 0.00 0.50 0.00 0.00 0.00

総額 （B) 千円 0 4,020 0 0 0

総事業費（Ａ＋Ｂ） 3,707 6,896 0 0 0

特定財源（Ｃ） 0 1,344 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 0 1,344

0

市負担（Ｄ） 3,707 5,552 0 0 0

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 3,707 5,552 0

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

0 0

財源計（Ｃ＋Ｄ） 3,707 6,896 0 0 0

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

民間コンサルタント会社

主な委託内容 長寿命化計画の見直し。

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 01310

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

国の指針及び府のガイドラインにより、５年ごとに計画を見直す。

目標

公営住宅等の中長期的なストックの有効活用の
方針を定める。

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

住宅政策全般の取組みにおいて、社会資本整備総合交付金の交付を受ける。

達成
状況

本年度見直し。

    終期の設定

評価の説明

本市の市営住宅の維持管理に関する実施計画であり、社会資本整備総合交付金の活用のためには本計画
の策定が必須となる。交付金を最大限に活用し、計画的な改善、建替事業の実施を行う。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要
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点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 住宅政策室

事務事業番号 01310 事業名 公営住宅等長寿命化計画策定事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

20

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ｂ．迅速なサービス提供のための取組について検討している。（3点） 3

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｂ．他の事業・取組との連携を検討をしている。（3点） 3

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ｂ．事業費は増大するが、市負担は増大しない見込みである。（3点） 3

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 86

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 住宅政策室 事務事業番号 01310

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
本計画は、住宅マスタープランにおける市営住宅の実施計画として位置づけるとともに、社会資本整備総合
交付金の交付を受けるための必須計画となっている。

国の指針及び府のガイドラインにより、５年ごとに計画を見直す。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01311

事務事業評価調書
事務事業名 住宅マスタープラン策定事業

担当部名 都市計画部 室課名 住宅政策室 室課長名 山口　耕三

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成１６年度 改正
内容

策定当時からの社会情勢や市民意識の変化、法改正などを受けて、本市の住宅政策についてもそのあり
方を見直し、マスタープランの改定を実施。直 近 の 改 正 ２３年度

根拠法令等 住生活基本法、大阪府住宅まちづくりマスタープラン（大阪府住生活基本計画）

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 06 安全で魅力的なまちづくり 節 03 細節 10

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 市内に存在する住宅及びそこに居住する市民（約３６万人）。

　目標
（どういう状態にしたいのか）

住みたいまちに選ばれる安心で良質な住まいづくり。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

総合的な住宅政策を推進することにより、市民の多様なニーズに対応した良好な住宅の供給を促進と、地域
の特性に応じた住宅住環境の整備を図る。

事業概要
平成２２年度に策定した公営住宅等長寿命化計画の上位計画として位置づけ、市営住宅を含む住宅ストック全般の基本的な方針や目標、具
体的な取組みについて検討を行い、本市の住宅政策の長期的かつ総合的な基本計画として策定した。計画の策定にあたっては、国及び大
阪府の住生活基本計画をはじめ、本市総合計画などの上位、関連計画との整合性を図っている。

H28事業別

予算コード

会計 款 項 目 大事業 中事業 小事業

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 0 0 0 0 0

　  人件費
職員数 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

総額 （B) 千円 0 0 0 0 0

総事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 0 0 0

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 0 0 0 0 0

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 0 0 0

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

0 0

財源計（Ｃ＋Ｄ） 0 0 0 0 0

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 01311

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

市営住宅を含む住宅ストック全般の基本的な方針や目標、具体的な取組みにつ
いて検討を行い、本市の住宅政策の長期的かつ総合的な基本計画とする。

目標

住みたいまちに選ばれる安心で良質な住まいづく
り。

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

住宅政策全般の取組みにおいて、社会資本整備総合交付金の交付を受ける。

達成
状況

本年度見直し。

    終期の設定

評価の説明

本市の住宅に関する長期的総合的な基本計画であり、住宅に関する施策を位置づけるものである。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要
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事務事業分析シート
所属名 住宅政策室

事務事業番号 01311 事業名 住宅マスタープラン策定事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

20

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

20

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ａ．活動指標や有効指標には、他市との比較も可能な、それぞれ別の定量的な指標設定をしている。（5点） 5

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

20

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ａ．不特定多数を対象としている。（5点） 5

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 96

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 住宅政策室 事務事業番号 01311

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
国の住宅政策の方向性に基づき、各施策や制度設計を行うことにより、社会資本整備総合交付金などの活
用が可能となる。

国及び大阪府の住生活基本計画の見直しに伴い、本市の計画も改定する。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01615

事務事業評価調書
事務事業名 （仮称）岸部中住宅統合建替事業

担当部名 都市計画部 室課名 住宅政策室 室課長名 山口耕三

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成２８年度 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 公営住宅法、住宅地区改良法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 06 安全で魅力的なまちづくり 節 03 細節 10

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 既存市営住宅の入居者及び住宅困窮者

　目標
（どういう状態にしたいのか）

市営（公営・更新）住宅の適正な整備

　結果
（どのような効果が得られるのか）

既存市営住宅の入居者及び住宅困窮者のニーズに対応した、安心で安全な住宅を供給

事業概要
老朽化した昭和４０年代以前の市営住宅を建替え、市営住宅の耐震化及び住環境の向上を図ることを目的とし、統合建替事業を実施する。
統合建替事業対象団地：岸部中（北）、岸部中（南）、岸部北

H28事業別

予算コード

会計 01 款 08 項 06 目 03 大事業 01 中事業 01 小事業 02

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 0 0 8,167 6,318 17,918

　  人件費
職員数 人 0.00 0.00 0.50 0.50 1.50

総額 （B) 千円 0 0 4,086 3,950 12,078

総事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 12,253 10,268 29,996

特定財源（Ｃ） 0 0 2,450 1,902 5,261

5,261

府 0 0 0 0 0

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 0 0 9,803 8,366 24,735

（
内
訳

）

2,450 1,902

0

一般財源 0 0 9,803

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

8,366 24,735

財源計（Ｃ＋Ｄ） 0 0 12,253 10,268 29,996

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 01615

指　標　項　目 項目
平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

　ＰＦＩによる建設事業であり、毎年業務が変わっていくため、前年度と比較する
基準がなく指標で示すことは困難である

目標

　統合建替事業を平成３２年度に完了する

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

　ＰＦＩによる建設事業であり、毎年業務が変わっていくため、前年度と比較する
基準がなく指標で示すことは困難である

達成
状況

　ＰＦＩ導入可能性調査を実施

    終期の設定

評価の説明

　社会資本整備総合交付金を活用し、市民が健康で文化的な生活を営むために足りる住宅を建設し、住宅
に困窮する低所得者に対して低廉な家賃で提供することにより、生活の安定と社会福祉の増進に寄与する

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要
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事務事業分析シート
所属名 住宅政策室

事務事業番号 01615 事業名 (仮称）岸部中住宅統合建替事業 事業区分 建設事業

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

18

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ｂ．市が関与すべき事業であるが、その範囲や担い手には民間委託など検討の余地がある。（3点） 3

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

14

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　b．目標を下回る進捗状況である。（3点） 3

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ｂ．目標をやや下回るが、具体的な成果を上げている。（3点） 3

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

16

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ａ．不特定多数を対象としている。（5点） 5

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ｂ．受益者負担を求めているが、見直しを検討する余地がある。（3点） 3

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

　ｂ．滞納等に対して、適正な措置を講じているが、収納率には課題がある。（3点） 3

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｃ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は高い。もしくは比較・分析までできていない。（1点） 1

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 84

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 住宅政策室 事務事業番号 01615

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
統合建替事業については、PFI導入可能性調査に基づき、PFI（BT）方式により事業を進めている。平成29年
度はアドバイザリー業務を実施し、事業者の選定を行う。
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